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関東地区における共同販売会社設立のお知らせ 

 

 

株式会社伊藤製鐵所（以下「伊藤製鐵所」といいます。）と、東京鐵鋼株式会社（以下「東京

鐵鋼」といいます。）は、平成 30 年 4 月 27 日付「株式会社伊藤製鐵所と東京鐵鋼株式会社の

資本業務提携に関するお知らせ」にて公表のとおり、両社の業務提携協議を進めてまいりまし

たが、今般、その一環として、関東地区における共同販売会社を設立することを決定いたしま

したので、下記のとおり、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．共同販売会社設立の目的 

電炉小棒業界を取り巻く環境は、主原料である鉄スクラップ価格の高止まりに加え、電

極、耐火物、合金鉄など副資材の価格が大幅に引き上がり、厳しさを増しております。  

また、主要マーケットである建設需要は、関東地区においては、東京オリンピック・パ

ラリンピック関連需要や再開発案件など、当面、一定の需要は見込めるものの、中長期的

には、少子高齢化によるマンション建設の鈍化や職人不足による鉄筋コンクリート造の減

少などが懸念材料になっております。 

両社は、平成 17 年３月、東北地区における共同販売会社「東北デーバー・スチール株

式会社」を設立し、今日まで共同運営してまいりましたが、関東地区においても、共同販

売会社を設立することにより、販売面での営業ノウハウを相互活用するとともに、販売・

購買・物流業務の効率化や品質、納期対応力の向上などを図っていくことにより、お客様

へのサービス向上を進めてまいります。 



２．共同販売会社の概要 

 

（１） 新会社を平成 30 年 10 月中に設立し、伊藤製鐵所本社営業部と東京鐵鋼本社棒鋼事業

部棒鋼営業部を統合し、平成 31 年 2 月に業務を開始する予定です。 

 

（２）共同販売会社の名称は、「東京デーバー販売株式会社」とし、本社（事務所）は、東京都

千代田区神田小川町におきます。 

    

 

３．両社の概要 

（１） 名 称 株式会社伊藤製鐵所 東京鐵鋼株式会社 

（２） 所 在 地 
東京都千代田区岩本町三丁目２番４

号 

東京都千代田区富士見二丁目７番２

号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長  伊 藤 壽 健 代表取締役社長  吉 原 毎 文 

（４） 事 業 内 容 

鉄筋コンクリート用棒鋼及び鉄筋の

機械式継手、機械式定着等関連商

品の製造・加工・販売 

小形棒鋼及び鉄筋の機械式継手の

製造販売ほか 

（５） 資 本 金 691百万円 5,839百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 19 年３月 31 日 昭和 14 年６月 23 日 

（７） 発 行 済 株 式 数 13,827,000株  9,365,305株 

（８） 決 算 期 ３月 31 日 ３月 31 日 

（９） 従 業 員 数 
（単体）315人 （単体）518人 

（連結）723人 

（10） 主 要 取 引 先 

伊藤忠丸紅住商テクノスチール㈱ 

エムエム建材㈱ 

阪和興業㈱ 

伊藤忠丸紅住商テクノスチール㈱ 

エムエム建材㈱ 

阪和興業㈱ 

（11） 当事会社間の関係  

 
資 本 関 係 

伊藤製鐵所は東京鐵鋼株式 30,000 株（0.32％）を保有しており、東京鐵鋼

は伊藤製鐵所株式 2,888,800 株（20.89％）を保有しております。 

 人 的 関 係 特筆すべき人的関係はありません。 

 

取 引 関 係 

両社で共同販売会社「東北デーバー・スチール株式会社」を共同運営して

おります。東京鐵鋼は伊藤製鐵所に対し、異形棒鋼の OEM 生産を委託して

おります。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（注） 平成 30 年 3 月 31 日現在。 

 


